
(1)住みよい生活環境の実現

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

「新北海道スタイル」の推進
感染拡大防止と社会経済活動を両立するため、｢新北海
道スタイル｣の効果的な実戦に向けた周知等を行う
【新北海道スタイル推進事業】

100,911 継続

飲食店等における感染防止
対策の徹底

飲食店が取り組む感染防止対策を推進するため、事業者
の取組を道が認証する
【飲食店感染防止対策認証制度推進、感染防止対策実
態調査等事業（機動的対応分）】

793,990 継続

商店街等の感染拡大防止・
販売促進支援

商工会等の地域団体や広域で活動する協同組合等が感
染防止対策の徹底を条件に実施する販売促進活動や新
たな事業展開等の取組を支援する
【地域事業者連携型販売促進等支援事業】

229,200 継続

人権啓発活動の推進

基本的人権の理解や人権を尊重する意識の高揚を図る
ため、道及び市町村が地域に応じた啓発等を実施すると
ともに、インターネット上における人権侵害の防止等に対
する理解促進に向けた取組を行う
【人権啓発活動活性化事業】

21,526 継続

性暴力被害者への支援
性暴力被害者が相談しやすい環境整備や、医療支援体
制の整備に向けて、医療従事者の研修を実施する
【性暴力被害者支援事業】

12,403 継続

配偶者暴力被害者への支援

配偶者からの暴力被害者に対する一時保護や自立・定
着支援のほか、民間シェルターの取組を支援する
【配偶者暴力被害者支援対策、配偶者暴力被害者等支
援調査研究事業】

112,494 継続

CO2排出量の「見える化」

家庭のCO2排出量を「見える化」するアプリを作成し、道
民の行動変容を促すとともに、民間事業者の排出量を
「見える化」するホームページを構築する
【CO2排出量「見える化」事業】

37,430 新規

「ナッジ」を活用した道民の行
動変容の促進

ゼロカーボン北海道の実現に向けて道民の温室効果ガ
ス削減行動を促進するため、行動科学の知見（ナッジ）を
活用した情報発信と効果検証を実施する
【脱炭素社会に向けた行動変容促進事業】

10,957 継続

気候変動への適応の推進

近年の集中豪雨による洪水の発生や猛暑による熱中症
搬送者の増加など、道内における気候変動の影響を回
避・軽減するため、法に基づき設置した気候変動適応セ
ンターを中心として、道内の適応の取組を推進し、将来に
備えた持続可能な地域社会の実現を図る
【気候変動適応推進事業】

5,480
継続

（拡充）

１．「心豊かに・北海道暮らし」プロジェクト

令和４年度（２０２２年度）重点プロジェクト関連事業の概要

　長期的に続くことが見込まれる人口減少を見据え、今からその社会に適応し、その地域に住み続けられるよう、行政サービスの維
持、生活インフラの確保、買い物環境の整備など、住民の「暮らし」の観点による地域づくりを進め、これまで以上の心豊かな北海道暮
らしを創出する。
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減災目標策定に向けた地震・
津波被害想定の調査

日本海溝・千島海溝沿で想定される巨大地震等を踏まえ
て、防災・減災対策を検討するため、市町村ごとの詳細な
地震・津波被害想定調査を実施する
【地震被害想定等調査事業】

5,087 継続

防災総合訓練等の実施
地震・津波など様々な事態を想定した防災訓練を実施
【防災訓練費】

7,559 継続

高校生防災教育の推進
地域と連携した学校安全体制の構築や生徒の防災意識
の向上を図るため、高校生防災サミット等を実施する

4,955 継続

外国人への災害時支援機能
の整備

在住外国人に対して平時から防災意識の涵養を図るとと
もに、災害発生時に迅速かつ適切な多言語支援を行うた
め、外国人に対し包括的に支援を行う「北海道災害時外
国人支援センター」の希望を整備する
【災害時外国人多言語支援事業】

2,689 継続

不妊治療への支援
高額の医療費がかかる特定不妊治療費に要する経費の
一部を助成する
【特定不妊治療費助成事業】

482,325 継続

少子化対策の推進

新型コロナウイルスの影響に伴い生じる様々な少子化問
題に対応するため、ポストコロナを見据えた少子化対策を
積極的に後押しする
【都道府県主導型地域少子化対策強化事業】

9,498 新規

子育て家庭への相談や訪問
などによる支援

市町村の母子健康包括支援センターと子ども家庭総合支
援拠点を再編し、妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体
的相談を行う機能を有する機関の整備等を推進するとと
もに、支援を必要とする妊産婦、子育て世帯、子どもを対
象とした新たな家庭支援を推進する
【新たな子育て家庭支援のための基盤整備事業】

258,544 新規

ユースプランナー制度
大学生など若い世代の意見や感性を子育て施策へ反映
させるためのユースプランナー制度を創設する
【非予算事業】

新規

自転車の利活用の推進

自転車のメリットや安全利用等に係る啓発により、環境負
荷低減や健康増進等含むSDGsの推進や観光振興等に
資する自転車の幅広い利用を促進する
【自転車活用等促進事業】

12,990 継続

(2)安心できる医療・福祉の充実

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

妊産婦の相談・検査体制の
充実強化

妊産婦が安全安心に出産や育児ができるよう相談体制を
充実するとともに、分娩前のウイルス検査を支援する
【妊産婦総合対策事業】

6,933 継続

医療従事者等の処遇改善へ
の支援

感染症への対応など、最前線で働く看護職員、介護職員
等の処遇を改善するため支援する
【看護職員等処遇改善事業、介護職員等処遇改善事業、
社会的養護従事者処遇改善事業】

8,133,914
継続
（一部
継続）

医療機関等への看護師の派
遣

医療等提供体制の安定的な確保などを図るため、他の医
療機関等からの看護師の派遣を支援する
【看護師応援派遣支援事業】

138,869 継続

生活に困窮している方の自
立に向けた支援

生活保護に至る前の段階の方を対象に、就労準備、家計
改善の支援や、引きこもり状態にある方への早期支援を
実施する
【生活困窮者自立支援事業、生活困窮者自立支援事業
(自立相談支援機関等の支援体制の強化)】

117,654
継続

（拡充）

障がい者の自立に向けた支
援

職場不適応により離職した障がい者や離職のおそれがあ
る在職中の障がい者等に対し、就業及びこれに伴う日常
生活、社会生活を支援する
【障害者就業・生活支援センター事業】

74,519
継続

（拡充）

成年後見制度の利用促進

中核機関の整備状況が十分でない市町村の体制整備を
促進するため、司法専門職等と定期的な協議や、専門職
等による助言等が得られる体制づくりを進める
【成年後見制度市町村体制整備支援機能強化事業】

4,596 新規

ＳＮＳを活用したこころの健康
相談体制の整備

コロナ禍で心労を抱えた人に対応するため、SNSを活用し
たこころの健康相談を実施する
【こころの健康SNS相談事業】

23,933
継続

（拡充）

自殺防止対策の推進
市町村や民間が連携した相談や時雑防止に向けた普及
啓発などを実施する
【地域自殺対策強化事業】

65,311 継続
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児童相談所の相談体制の強
化

児童相談所における子どもの安全確認体制を強化すると
ともに、感染症対策を講じた相談支援環境を整備すること
により、児童相談所の相談体制の強化を図る
【児童相談体制強化事業】

23,161 継続

児童相談所の一時保護体制
の整備

児童相談所の一時保護に当たり、新型コロナウイルス感
染症に係る関係機関との連携や、健康観察など個別対応
の充実等を図るため、看護師の配置や感染症拡大防止
対策のための専用スペースを確保する
【児童一時保護感染拡大防止対策強化事業】

21,141 継続

児童福祉施設の相談体制の
強化

保育所・児童養護施設など、施設職員への感染防止対策
の研修会開催や相談窓口を設置する
【児童福祉施設等相談窓口設置事業】

1,344 継続

ヤングケアラーの支援体制
の強化

ヤングケアラーを適切な支援につなげるため、関係機関
職員の研修、実態調査、オンラインサロンの運営等ととも
に、スクールカウンセラー・ソーシャルワーカーの派遣など
により、支援体制の強化を図る
【ヤングケアラー支援体制強化事業、ヤングケアラーに係
る教育支援体制構築】

23,831 新規

予防のための子どもの死亡
検証（CDR）の実施

予防可能な子どもの死亡を減らすため、国のモデル事業
を活用し、試行的に「予防のための子どもの死亡検証
（CDR）」を実施する
【子どもの死亡予防策検証モデル事業】

8,459
継続

（拡充）

医療的ケア児への支援

医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、安心して
子どもを産み育てることができる社会を実現するため、医
療的ケア児支援センターを設置する
【医療的ケア児支援センター運営事業】

11,024 新規

ひとり親家庭の実態調査や
相談体制の整備

ひとり親家庭の生活状況やニーズを把握するため実態調
査を実施するとともに、母子・父子自立支援員等が弁護
士の専門的助言等を受けながら相談支援を実施するなど
相談支援体制の充実を図る
【ひとり親家庭実態調査事業、ひとり親家庭への総合的
な支援のための相談窓口強化事業】

4,601 新規

ひとり親家庭の自立に向けた
支援

母子家庭の母及び父子家庭の父の雇用の安定及び就職
の続伸を図るため、母子家庭等自立支援給付金支給事
業を実施する
【母子家庭等自立支援給付金支給事業】

36,587
継続

（拡充）

ＳＮＳ活用による児童相談相
談体制の整備

児童虐待防止のため、SNSを活用した全国統一の相談支
援システムで受け付けた相談等の初期対応体制を整備
する
【SNS相談委託事業】

11,330 新規

ケアラーへの支援体制の構
築

社会全体でケアラーを支えるため、北海道ケアラー支援
条例に基づき、本人や家族が安心して暮らすことのできる
地域共生社会の実現を目指す
【ケアラー支援体制構築事業】

21,968 新規

難病患者への相談体制の強
化

コロナ禍で不安を抱えている難病患者へ対応するため、
相談体制を強化する
【難病医療提供体制整備事業】

21,655 継続

健康づくりの推進に向けた調
査

北海道健康増進計画「すこやか北海道21」の最終評価及
び次期計画の策定にあたっての基礎資料を得るため、健
康づくり道民調査を実施する
【健康づくり道民調査事業】

5,379 継続

生活習慣病等の予防や健康
づくりの推進

国の保険者努力支援制度を活用し、生活習慣病等の予
防や健康づくりを推進するために、効果的・効率的な保健
事業につながるデータベースの構築や人材育成を図る
 【道国保ヘルスアップ支援事業】

200,000 継続

(3)魅力ある教育環境の整備

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

スクール・サポート・スタッフ
の配置

感染症対策に係る教員の業務負担軽減を図るスクール・
サポート・スタッフを小中学校等に配置し、教員が指導に
注力できる体制を整備する
【スクール・サポート・スタッフ配置事業】

1,077,803
継続

（拡充）
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特別支援学校のスクールバ
スの増便

新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減するため、
特別支援学校で運行しているスクールバスを増便する
【特別支援学校スクールバス感染症対策事業】

89,555 継続

奨学のための給付金支給

感染症の影響等による家計急変世帯や低所得世帯に対
し、高校教育に係る奨学給付金を支給する
【私立高等学校等就学支援事業(総務部) 、公立高等学
校等就学支援事業(教育庁)】

2,239,940 継続

学習指導員の配置

新型コロナウイルス感染症に対応するため、少人数指導
や家庭学習の準備・チェックなどの教員の指導を補助す
る学習指導員を配置する
【学習指導員配置事業】

712,644 継続

学校感染症対策等の支援

道立学校における感染症対策のための保健衛生用品や
感染拡大時の分散授業やオンライン学習など学びの保
障のためのICT機器等を整備する
【学校感染症対策支援事業】

601,650 継続

スクールカウンセラー等の配
置

児童生徒のいじめ・不登校等の問題行動の未然防止、早
期発見・対応等を図るため、スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーを学校に配置する
【いじめ等対策総合推進事業】

208,731 継続

子どもの学力・体力向上の促
進

全国学力・学習状況調査の結果を踏まえ、学力・体力の
向上に資する取組を推進する
【学力・体力向上総合推進事業】

27,207 継続

教育機関におけるICT機器の
活用

学校により安定的なICT活用に向け、道立学校のICT機器
活用により生じるトラブル等に対応するための支援体制
を構築する
【GIGAスクール運営支援センター整備事業】

35,236 新規

遠隔授業の配信機能の確保
遠隔授業配信センターの運営により遠隔事業の配信機
能を集中化し、生徒の進学意欲を促進する
【遠隔授業配信機能集中推進事業】

10,125 継続 ・地方創生推進交付金

私学教育の振興

私立学校等の教育条件の維持向上及び修学上の経済的
負担の軽減を図るため、私立学校等の管理運営に要す
る経費の一部を支援する
【私立学校等管理運営対策費補助金】

16,998,400 継続

(4)感染症対策の充実

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

新型コロナウイルスワクチン
接種の円滑な推進

国及び市町村・医療機関等との連携のもとでワクチン接
種を円滑に行うため、広域調整を担う道として必要な体制
整備を行う
【新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業、新型コ
ロナウイルスワクチン集団接種促進事業、新型コロナウイ
ルスワクチン個別接種促進事業、新型コロナウイルスワ
クチン職域接種促進事業】

14,814,632 継続

新型コロナウイルス感染に関
する相談窓口の運営

道内の発熱患者等の相談窓口として、24時間・年中無休
の「北海道新型コロナウイルス感染症健康相談センター」
を設置・運営する
【感染症対策事業(相談窓口設置)】

1,158,378 継続

ＰＣＲ検査体制の整備

検査体制を整備するため、PCR検査センターを設置・運
営するとともに、感染拡大時などに道の要請に基づいて
実施するＰＣＲ検査等検査の無料化を支援する
【ＰＣＲ検査センター設置事業、PCR等検査無料化推進事
業】

16,396,186 継続

感染症検査機器の整備
検査体制を整備するため、発熱患者の診療・検査を行う
医療機関等における検査機器の導入を促進する
【感染症検査機器整備事業】

1,114,560 継続

妊産婦の相談・検査体制の
充実強化【再掲】

妊産婦が安全安心に出産や育児ができるよう相談体制を
充実するとともに、分娩前の分娩前のウイルス検査を支
援する

6,933 継続

医療機関の入院病床の確保
感染症患者の受入れ医療提供体制を整備するため、重
点医療機関等における病床確保を支援する
【感染症病床確保促進事業】

127,961,839
継続

（拡充）

軽症者宿泊施設の設置・運
営

感染症の軽症患者等が療養する宿泊施設の設置・運営
など、宿泊療養体制を整備する
【軽症者等用宿泊施設借上事業】

23,192,667
継続

（拡充）

重症者の診療体制の確保

感染症重症者に対して専門性が高い医療機器(人工呼吸
器・ECMO等)を正しく扱える知識を持った医療従事者を養
成し、重症者の治療に対応可能な医療提供体制を構築
する
【重症者対応体制確保事業】

18,974 継続

自宅療養者の支援
保健所設置市と連携し、自宅療養者の健康観察を行う職
員の増員、機材の整備、生活支援等を行う
【自宅療養者等支援事業】

20,476,378 継続
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介護者が感染した際の在宅
要介護者の受入体制整備

介護者が感染症により入院した場合において、濃厚接触
者となった在宅要介護者の受入体制を整備する
【在宅要介護者等受入体制整備事業】

54,733 継続

外国人患者の受入体制の整
備

感染の疑いがる外国人や実際に感染された外国人を医
療機関において宗教・文化等に適切に対応できる環境を
確保する
【外国人患者受入体制整備事業、宗教・文化対応等に係
る外国人受入体制整備事業】

149,072 継続

診察・検査・入院受入体制の
整備

発熱者等診療・検査医療機関や入院受入医療機関の設
備整備を支援する
【感染症医療提供体制整備事業】

6,299,294 継続

感染の疑いのある方への受
入体制整備

感染が疑われる方を診察する医療機関の病床・医療設
備の整備を支援する
【感染疑い患者受入医療機関開設備整備事業】

2,767,130 継続

医療従事者等の処遇改善へ
の支援【再掲】

感染症への対応など、最前線で働く看護職員、介護職員
等の処遇を改善するため支援する
【看護職員等処遇改善事業、介護職員等処遇改善事業、
社会的養護従事者処遇改善事業】

8,133,914
新規
（一部
継続）

帰宅困難となった医療従事
者への支援

感染症への対応に当たる医療従事者が長時間勤務で帰
宅が困難となった場合などの宿泊経費を支援する
【医療従事者宿泊支援事業】

359,814 継続

医療機関の再開等への支援

感染症の影響により、休業・診療縮小を余儀なくされた医
療機関に対して、継続・再開の支援を行うことにより、地
域において必要な診療機能を維持する
【医療機関再開支援事業】

14,460 継続

薬局の再開等への支援

地域の医薬品提供体制において重要な役割を担っている
薬局が、薬剤師の感染により休業を余儀なくされた際、当
該薬局に対して再開や事業の継続を支援する
【薬局継続再開支援事業】

753 継続

薬剤師派遣により医療機関
等への支援

医療機関・薬局の薬剤師の感染時における地域の医薬
品提供体制の維持に向けて、医療機関・薬局からの薬剤
師の派遣を支援する
【緊急的代替薬剤師派遣事業】

10,599 継続

感染症対策の専門家の派遣

新型コロナウイルス感染症の集団感染が一部地域で発
生するなど早急に感染拡大防止対策を講じる必要が生じ
た場合に、技術的支援のため、感染症対策に係る専門家
を派遣する
【感染症対策専門家派遣事業】

57,020 継続

医療機関等への看護師の派
遣【再掲】

医療等提供体制の安定的な確保などを図るため、他の医
療機関等からの看護師の派遣を支援する
【看護師応援派遣支援事業】

138,869 継続

社会福祉施設等における感
染防止対策の徹底

社会福祉施設等における感染者発生時の応援派遣経費
の支援や、道における備蓄体制を整備する
【社会福祉施設等感染拡大防止対策】

728,922
継続

（拡充）

医療機関・社会福祉施設等
への医療チームの派遣

感染症の患者等を受け入れている医療機関や感染症が
発生した社会福祉施設等への医療チームの派遣及び道
内の患者受入を調整する機能を有する組織部門に患者
搬送コーディネーターを派遣する
【新型コロナウイルス感染症医療チーム等派遣事業】

173,869 継続

保健所体制の維持・強化

保健所の人員確保・人材育成、検査・研究体制を整備す
るなど、体制の維持・強化を図る
【保健所体制強化事業、保健所健康危機管理体制強化
事業】

1,904,408
継続

（拡充）

衛生研究所試験研究費

ゲノム解析に係る研究を実施すること及び感染症検査に
係る研修等を実施することで、新型コロナウイルス感染症
及びその他新興・再興感染症に対応できる体制を整える
【衛生研究所試験研究費】

26,912
継続

（拡充）

緊急時における代替医師等
の派遣

医師・看護職員・薬剤師が感染した場合に、医療等提供
体制の安定的な確保などを図るため、他の医療機関等か
らの医師等の派遣を支援する
【緊急的代替薬剤師派遣事業、看護師応援派遣支援事
業】

199,981 継続
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道立施設等における感染防
止対策の推進

道立施設、公私立幼稚園、学校、社会福祉施設等におけ
る感染防止対策に必要な衛生用品（マスク・消毒液・パー
テーション等）を整備する
【道所管施設衛生用品整備、幼児感染防止対策、新型コ
ロナウイルス感染症対策用感染防具供給体制事業、子
育て支援対策事業（うち感染症対策分・幼児感染防止対
策）、特別保育推進事業費、地域子ども子育て支援事
業、社会教育施設感染症対策、特別支援学校スクールバ
ス感染症対策事業、新型コロナウイルス感染防止対策】

1,070,125
継続

（拡充）

(5)地域を支える交通ネットワークの構築

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

交通事業者の感染防止対策
に対する支援

「３密」状態が発生しやすい公共交通機関における感染
拡大防止対策に要する経費の一部を支援する
(国　助成率1/2　道　助成率1/4　(国助成に上乗せ))
【地域公共交通感染拡大防止事業】

470,000 新規

鉄道利用促進策の展開

鉄道活性化協議会を通じたオール北海道による各種施
策の実施や鉄道車両の快適性・利便性の向上を図ること
を目的とした観光列車等の導入への支援(R4～R5:普通
列車各4両)など、更なる鉄道の利用促進に向けた取組を
展開する
【鉄道利用促進事業、鉄道利用促進環境整備事業】

628,000
継続

（拡充）

交通事業者等の連携体制構
築

共通乗車券の造成・販売に向けた検討等を通じて、交通
事業者など様々な関係者による緩やかな連携のモデルを
構築して横展開することで、シームレス交通の実現に向
けた取組を進める
【域内連携型シームレス交通推進事業】

1,733 新規

地域交通に対する支援

広域バス路線を対象として、車両の小型化やデマンド運
行などを念頭においた移動手段の最適化に向けた検討
など地域との連携した取組を推進する
【地域交通支援事業】

14,624 継続

地域公共交通計画の策定

市町村や交通事業者等と連携し、地域にとって最適な交
通体系の構築に向け、広域での地域公共交通計画を策
定する
【地域公共交通計画策定支援事業】

36,053
継続

（拡充）

航空路線の維持と需要喚起

感染症の影響により減少した航空需要を回復するため、
航空路線の維持・拡充を進めるとともに、地域等と連携し
た利用促進策を実施する
【航空ネットワーク形成推進】

151,506 継続

新千歳空港の国際拠点空港
化

新千歳空港の国際拠点空港化を推進する上で必要な24
時間運用等に関し、空港と地域の共生に向け、地域住民
の理解と協力を得るための事業を実施する

58,100 継続

離島航路・航空路の運賃低
廉化

特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する北海
道計画に基づき、離島住民等を対象として、本土と離島を
結ぶ航路・航空路の運賃低廉化支援を行う
 【特定有人国境離島地域社会維持推進交付金】

127,960 継続

乗り放題乗車券等の販売支
援

「新北海道スタイル」に取り組む交通事業者が販売する乗
り放題乗車券等の販売を支援し、交通利用の回復及び交
通事業者における「新北海道スタイル」の構築を促進する
【交通事業者利用促進支援事業】

1,804,836
継続

（拡充）

※令和３年度補正(国経済対策・
令和４年度への繰越)分を含む予
算額

(6)広域連携等による行政サービスの最適化

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

広域連携による市町村の取
組の推進

振興局主導で「広域連携推進検討会議」を開催し、市町
村間の連携及び道と市町村の連携による地域課題解決
の方向性を検討するとともに、「広域連携前進プラン」に
基づく取組を展開
【広域連携加速化事業】

1,917 継続

公営企業会計適用推進

人口３万人未満の市町村の簡易水道事業及び下水道事
業の公営企業会計への移行を支援するため、ワーク
ショップ型の合同研修会や個別相談会などに取り組む
【公営企業会計適用推進事業】

3,401 継続

水道広域連携の推進

人口減少社会における持続可能な水道機能の確保のた
め、水道事業の広域化に係る基本的な考え方やスケ
ジュール等をまとめた「水道広域化推進プラン」を策定す
る
【水道広域連携推進事業】

2,525 継続

災害情報共有システム整備

テレビ会議システムを更新し、時間や空間に制約されず
に情報共有が可能な環境を整備し、災害発生時における
対災害性の向上・改善を図る
【災害情報共有システム整備費】

5,500 継続
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(7)持続可能な地域産業の振興

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

新分野にチャレンジする事業
者の支援

感染症の長期化により、大きく変化している人々の生活
様式や消費行動、企業活動に対応するため、変革にチャ
レンジする事業者による新分野への展開や業種転換、新
商品開発や各種販売促進の取組など、新たな取組を支
援する
【中小・小規模企業新事業展開・販売促進支援事業】

1,608,851 新規
※令和３年度補正(国経済対策・
令和４年度への繰越)分を含む予
算額

新たな社会経済情勢の変化
に対応する事業者の支援

道内中小企業者等が、感染症の影響やゼロカーボン、デ
ジタルトランスフォーメーションといった新たな社会経済情
勢の変化に対応するため、マーケティングやコンサルタン
ト招へい、人材育成や商品開発など競争力強化に向けた
取組を支援する
【中小企業競争力強化促進事業】

52,593 継続

航空機産業への事業転換・
経営多角化に向けた支援

航空機産業への道内企業の事業転換や経営多角化を支
援するため、技術講習会・認証取得支援等を実施
【航空機関連産業雇用創造・クラスター拡充事業】

10,139 新規

中小企業者のデジタル技術
導入の支援

道内中小企業等が行う、EC市場でのデジタル技術の活
用に向けて、商品販売や情報発信等への取組を支援す
る
【地域企業デジタル技術活用支援事業】

88,249 新規

ヘルスケア産業におけるデジ
タル技術の活用支援

ヘルスケア産業におけるデジタル技術等を活用した製品
の開発や参入に向けた研修会、アドバイザー派遣等を実
施する
【ヘルスケア関連産業振興事業】

13,674 新規

地域課題解決に取り組む起
業者の支援

地域課題の解決に取り組む道内の起業者の事業に必要
な資金調達や、起業計画策定、事業や経営ノウハウ取得
を支援する
【地域課題解決型起業支援事業】

59,813
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

水産加工事業者への伴走型
の支援

不漁による影響に加え、長期化する新型コロナウイルス
感染症の影響も重なり、とりわけ厳しい状況にある水産
加工関連事業者へ集中的かつ継続的な支援を実施する
【水産加工関連事業者向け伴走型集中支援事業】

71,129 継続

事業承継の円滑化

小規模企業の円滑な事業承継を推進するため、官民連
携の資金共有ファンドへ出資する
【北のふるさと事業承継支援ファンド投資事業有限責任組
合に対する出資金】

24,000 継続

中小企業者の資金調達の円
滑化

中小企業者に対する円滑な融資を促進するため、金融機
関に資金を預託することで、事業者へ低利での融資を行
う。また、ポストコロナに向けた事業者の取組に対する金
融面の支援として、「コロナ克服サポート貸付」を新設する
【中小企業総合振興資金貸付金】

332,406,000 継続

漁業関係者への経営支援

漁協や沿岸漁業者の資金繰り支援のための実質無利子
融資に必要な利子補給を行う
【漁協経営緊急支援資金利子補給金、漁業振興資金利
子補給金（コロナ分）】

166,000 継続

時短要請に備えた協力支援
金の確保

時短営業等の協力要請を行わざるを得ない場合に備え、
対象となる事業者への協力支援金に係る経費を確保する
【感染防止対策協力支援金支給事業（機動的対応分）】

19,363,162 継続

専門家による中小・小規模事
業者への助言・指導

感染症により経営に影響を受けている中小・小規模事業
者を対象に、事業再構築等の課題に応じた専門家を派遣
しオーダーメイド型の指導・助言を実施する
【中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業】

146,395
継続

（拡充）

農家負担の軽減による農業
生産基盤の整備促進

多様な人材が力を発揮し持続可能な本道農業を確立す
るため、農業者が必要な生産基盤整備に積極的に取り組
めるよう道と市町村が連携し、農家負担を軽減する特別
対策を実施する
【次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業】

790,134 継続

日本海漁業経営の安定化

日本海地域における漁業経営基盤の安定化を図るため、
環境条件に対応した新たな生産体制の構築や生産工程
の省力化・効率化の取組を支援する
【日本海漁業経営基盤安定強化事業】

30,207 継続 ・地方創生推進交付金
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施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

感染症対策が徹底された教
育旅行への支援

道内外の学校による教育旅行の道内での実施に向け、
「新北海道スタイル」に対応した宿泊を伴う教育旅行及び
冬季観光施設への日帰り教育旅行実施を支援する
【教育旅行支援事業】

1,582,211 継続 ※感染動向を慎重に見極め実施

アドベンチャートラベルの推
進

アドベンチャートラベルを北海道観光の主要な柱の1つと
するため、人材育成や戦略的な市場開拓等の取組を推
進するとともに、「アドベンチャートラベル・ワールドサミット
2023」の開催に向けた取組を推進する
【アドベンチャートラベル推進事業、アドベンチャートラベ
ル・ワールドサミット2023開催推進】

167,126 継続 ・地方創生推進交付金

観光人材の育成と受入体制
の整備

ポストコロナへ向けた北海道観光の受入体制を整備する
ため、観光関連事業者の人材確保及び育成を図る
【観光人材確保・育成事業】

54,500 継続

安全安心な環境整備と「おも
てなし」の機運醸成

誰もが安全・安心に旅行を楽しめる「ユニバーサルツーリ
ズム」の実現に向けて、様々なニーズを持つ旅行者が道
内旅行を楽しむことができる受入体制整備を推進する
【ユニバーサルツーリズム推進事業】

19,895 継続 ・地方創生推進交付金

野幌森林公園エリアの活性
化

野幌森林公園エリアの活性化を図るため、文化観光推進
法に基づく拠点計画を策定し、DX事業等の実施など、文
化資源の魅力向上・情報発信強化に取り組み、国内外か
らの来園者の増加を図る
【文化観光拠点施設機能強化事業】

18,458 新規

広域連携ＤＭＯによるマーケ
ティングデータの収集・分析と
地域戦略策定支援

新型コロナウイルス感染症を踏まえた観光誘客促進を図
るため、マーケティングデータの収集・分析等を実施する
【広域連携DMOとしてのデジタルマーケティング事業】

70,844 継続 ・地方創生推進交付金

欧米からの観光客誘致

語学指導等外国青年招致事業を活用し、欧米圏等の旅
行会社へのきめ細やかな対応や欧米人にタイムリーな情
報発信を行うことにより、欧米から本道への環境客誘致を
更に進める
【欧米人任用によるインバウンド強化事業】

5,135 継続

感染症対策に留意した旅行
割引

感染防止対策に留意の上、道内外の旅行客を対象とした
旅行商品の割引に対する支援を実施する
【観誘客促進道民割引事業、北海道GｏＴｏトラベル事業】

54,750,407 継続

乗り放題乗車券等の販売支
援【再掲】

「新北海道スタイル」に取り組む交通事業者が販売する乗
り放題乗車券等の販売を支援し、交通利用の回復及び交
通事業者における「新北海道スタイル」の構築を促進する
【交通事業者利用促進支援事業】

1,804,836
継続

（拡充）

※令和３年度補正(国経済対策・
令和４年度への繰越)分を含む予
算額

観光需要の回復に向けた魅
力発信

観光立国北海道の再構築に向けて、観光アプリの開発に
よるプッシュ型の情報発信などプロモーションを実施する
【誘客促進・需要喚起による北海道観光再興事業】

426,716 新規 ・地方創生推進交付金

２．「磨き高め輝く・北海道価値」プロジェクト
　北海道が世界に誇る価値・魅力である食や観光は、更なる創意と工夫で、一層の高みに押し上げられる潜在力を有している。また、
本道には豊かな再生可能エネルギーや広大な森林もあり、これら貴重な資源を磨き、しごとを創造し稼ぐ力を高め、本道経済を力強く
輝かせる取組を進める。

(1）「観光立国北海道」の再構築
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航空路線の維持と需要喚起
【再掲】

感染症の影響により減少した航空需要を回復するため、
航空路線の維持・拡充を進めるとともに、地域等と連携し
た利用促進策を実施する
【航空ネットワーク形成推進事業】

151,506 継続

広域周遊観光の促進

道内各地の拠点となる空港を核とした魅力あるモデル
ルートを形成するとともに、地域への周遊促進に向けて二
次交通の利便性向上に取り組むことで、インバウンド等の
需要の地域偏在の解消を図る
【広域観光周遊促進事業】

154,935
継続

（拡充）

赤れんが庁舎の改修
北海道の文化・観光情報の発信拠点として、館内の展示
や活用方法を見直し、施設の魅力向上に取り組む
【赤れんが庁舎改修事業】

1,295,463
継続

（拡充）
・企業版ふるさと納税

安全・安心な観光の情報発
信

旅マエ・旅ナカに必要となる「安全・安心情報」をあらゆる
ところでワンストップ、リアルタイムで提供するツールを構
築し、誰もが安全・安心・快適に移動、滞在できる観光地
づくりを推進する
【ポストコロナへ向けた安全・安心な観光の情報発信事
業】

39,356 新規

(2)魅力ある食の国内外への展開

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

戦略品目の開発と需要の取
り込み

今後新たな戦略作物となる可能性を有する北海道の新
顔作物の需要拡大に向けた情報発信や取組産地の増加
に向けた情報収集を行うとともに、近年、漁獲量が増えて
いる魚種等の有効活用や需要喚起を図る
【道産新顔作物振興事業、道産水産物の持続的活用促
進事業】

73,036 継続

北海道米の消費拡大・米産
地づくりの推進

北海道米の道内食率を維持するとともに、中食・外食等
の需要を掘り下げることで、更なる消費拡大運動を展開
し、直播向け新品種の導入や新たな省力化技術を推進す
る
【ごはん食拡大・米産地づくり推進事業】

3,733 継続

酒米の生産振興と道産日本
酒のブランド力強化

北海道らしい日本酒を造るための酒米の生産振興や、道
産日本酒のブランド力強化に向けた取組を総合的に推進
する
【米どころ・酒どころ振興事業】

14,541 継続

道産小麦の需要拡大

菓子用品種「北見95号」の普及を促進するとともに、小麦
商品の原料を道外・海外産小麦から安全・安心で良質な
道産小麦への置き換えを進め、道産小麦の需要拡大を
図る

2,434 継続

成長市場向けマーケティング
の支援

首都圏等富裕層への販路に加え、スーパーやECなど新
たな成長市場をターゲットとした訴求力の高い商品開発
等を行うため、相談会や商談会等により道産食品の高付
加価値化を磨き上げを行う
【成長市場向けマーケティング支援事業】

11,907
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

道産食品の道外における内
食需要の喚起

コロナ禍における巣ごもり需要等を踏まえ、消費者ニーズ
に応じた販路拡大を図るため、全国の小売店や通信販売
と連携し、持続的な道産食品の販路確保に取り組む
【道産食品販路確保対策事業】

113,421 継続

道産食品の消費拡大

第4次北海道食育推進計画に基づき、地域との連携を促
進し、効果的な食育の推進に取り組みながら、道民運動
として北海道の「食」を活かした健全な食生活の実現を目
指す
【北の大地のめぐみ愛食総合推進事業】

16,968 継続

北のハイグレード食品の普及
促進

北海道の食ブランドの磨き上げを図るため、道産食材を
活用した加工食品を審査、認定し、効果的な情報発信を
行う
【食品製造業のマーケティング力強化事業】

6,237
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

道産機能性食品の開発促進
と普及

北海道ブランドの磨き上げを図るため、機能性食品を開
発・販売する人材を育成するとともに、道内外への販路拡
大を図る
【道産機能性食品の開発・販路拡大推進事業】

37,471 継続 ・地方創生推進交付金

道内企業の海外市場への進
出促進と海外販路の拡大

道産食品の輸出拡大に向けて、道内企業の育成と海外
販路の拡大を進めるため、セミナーの開催・アドバイザー
の配置・現地商談会を行う
【道産食品輸出企業海外進出促進事業】

35,115
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

道産農畜産物の輸出拡大

道産農畜産物の輸出拡大に向けて、これまで築いてきた
商流の拡大及び有望市場の開拓に加え、家庭食需要に
対応した販路を確保するための取組を支援する
【道産農畜産物輸出総合対策事業、道産農畜産物輸出
拡大加速化事業】

2,239,867 継続 ・地方創生推進交付金

道産水産物の輸出拡大
道産水産物の海外での販路拡大に向けて、製品開発や
ネット販促、道産水産物フェア・展示会の開催などを行う
【道産水産物輸出拡大推進事業】

43,139
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金
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米国への食の輸出拡大

米国市場をターゲットに、米国の市場動向や販売力向上
等の研修、現地テスト販売やオンライン商談を実施し、道
産食品の輸出拡大を図る
【米国市場をターゲットにした道産食品輸出促進事業】

7,590 新規 ・地方創生推進交付金

中国への輸出拡大

中国市場をターゲットに、道産品の定着と食を中心とした
輸出額の増加に向け、上海市を含む都市部での一層の
販路拡大、EC市場への参入拡大を図る
【中国の新たな市場をターゲットとした道産品販路拡大事
業】

23,814
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

海外のリベンジ消費の取り込
み

リベンジ消費拡大に向け、ASEAN・台湾・香港を対象に、
札幌市と連携し、道産品に関する商談や民間フェアと連
携した販売支援を行うとともに、有望な新規市場・分野の
開拓に向けマーケティングを行う
【道市連携海外展開推進事業費（リベンジ消費拡大に向
けた海外販路構築事業）】

12,000 継続

国際水準ＧＡＰの実践拡大の
推進

国際水準GAPの導入促進のため、指導体制の整備及び
モデル事例普及推進等に取り組む
【国際水準GAP実践拡大推進事業】

30,887 継続

海外アンテナショップの支援
機能強化による販路拡大

海外アンテナショップ(北海道どさんこプラザ)の活用や支
援機能の強化により、道産食品のＰＲ及び販路拡大を図
る
【海外アンテナショップの支援機能強化による販路拡大推
進事業】

56,693 継続 ・地方創生推進交付金

道産ワインの専門人材の育
成

ワインを核とした北海道ブランドの価値向上と食文化の創
造を目指し、ワイン造りに携わる人材の育成及び道産ワ
インの販路拡大を支援するとともに、「北海道-ワインプ
ラットフォーム」によるワイン産地形成を推進
【道産ワイン高度人材確保事業】

84,585 継続 ・地方創生推進交付金

地域絶品・食のデジタルマー
ケティング人材育成

ウィズコロナ・ポストコロナの消費ニーズを的確に読み取
り、新たなＤＸ時代に変化・対応し他地域の絶品を生み出
し、北海道の食関連産業を牽引する食のデジタルマーケ
ティング人材を育成する
【地域絶品・食のデジタルマーケティング人材育成事業】

19,029 継続 ・地方創生推進交付金

道産水産物の持続的活用

ホタテなど主要魚種や近年漁獲量が増加している魚種の
持続可能な需要の増大を図るため、インターネット広告を
活用したＰＲなど漁業者団体が実施する取組に支援する
とともに、道内飲食店でのフェア開催や『水産エコラベル』
の認知度向上に取り組む
【道産水産物の持続的活用促進事業】

63,466 新規

エゾシカの利活用促進

エゾシカ肉の更なる流通拡大を図るため、動画を活用し
たブランディングやGI登録に向けた特性の調査を行うとと
もに、大学生を対象としたインターンシップを実施し担い
手を育成する
【「稼ぐジビエ」マーケティングモデル創出事業】

10,085 継続 ・地方創生推進交付金

北海道産農産物を活用した
ロングライフチルド食品の製
造技術開発

おいしさと保存性を兼ね備え、冷蔵で90日間保存可能な
ロングライフチルド(LLC)食品の製造技術を開発する

6,500 新規

(3)一次産業の持続的成長

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

道産花き産業の強化

北海道花き産業の発展のため、道内花き関係者と広く連
携し、生産から流通・消費拡大までに至る一環した取組を
支援する
【ジャパンフラワー強化プロジェクト推進受託事業】

250 継続

北海道和牛ブランド力の強化

令和9年に予定されている第13回全国和牛能力共進会に
おいて、本道の和牛を全国にアピールするため、統一ブ
ランドの創出と種雄牛づくり、トップエリート牛群の造成の
取組を推進する
【北海道和牛ブランド創出推進事業、北海道和牛繁殖基
盤造成事業】

4,045 継続

農家負担の軽減による農業
生産基盤の整備促進【再掲】

多様な人材が力を発揮し持続可能な本道農業を確立す
るため、農業者が必要な生産基盤整備に積極的に取り組
めるよう道と市町村が連携し、農家負担を軽減する特別
対策を実施する
【次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業】

790,134 継続

共同利用施設など生産基盤
の強化

集出荷施設・家畜飼養管理施設の整備や高性能機械の
導入など生産基盤の強化を行い、収益性の向上や競争
力の強化を推進する
【強い農業づくり事業、産地生産基盤パワーアップ事業、
畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業】

22,268,962 継続
令和３年度補正(国経済対策・令
和4年度への繰越）分を含む予算
額

ワイン用ぶどうの生産力向上

ワイン用ぶどうの生産力（収量）を向上させるため、新規
就農者等に対し、せん定技術に係る研修会や技術の普
及を図る
【ワイン用ぶどう生産力向上推進事業】

1,985 新規 ・地方創生推進交付金
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環境負荷軽減と持続的な食
料システムの推進

「みどりの食料システム戦略」に基づき、環境負荷軽減と
持続的な食料システムの推進体制を整備するとともに、
モデル的先進地区を創出する取組に対し、支援する
【みどりの食料システム戦略推進総合対策事業】

57,690 新規

環境保全に効果の高い営農
活動等への支援

化学肥料・化学合成農薬を５割低減の取組とセットで、地
球温暖化防止を目的とした営農活動や、生物多様性保全
に効果の高い営農活動に取り組む農業者等を支援する
 【環境保全型農業直接支援対策事業】

1,076,280 継続

新たな養殖手法の検討・実
証

天然資源に依存しない計画的・安定的な生産体制の構築
のため、本道に適した養殖の展開方向について検討し、
実証試験を実施する（サクラマス・ナマコ）
【新たな養殖業推進事業】

12,867 継続 ・地方創生推進交付金

水産資源の管理と漁港等の
整備の推進

全国規模の大会を開催し、漁港と漁場、漁村の総合的整
備や水産資源の保護、環境保全の重要性を全国に訴求
する
【全国豊かな海づくり大会準備、全国漁港漁場大会開催
関連】

64,924 継続

林業・木材産業の競争力の
強化

国際競争力強化のため、木材加工流通施設、高性能林
業機械の導入、路網整備、苗木生産施設等を支援する
【合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策等事
業】

2,049,666 継続

林業・木材産業の体制整備
木材の利用拡大や安定的・効率的な供給を図るため、林
業機械や木材加工施設の整備等への支援する
【林業・木材産業構造改革事業】

1,902,703 継続

道産農産物の需要拡大につ
ながる６次産業化の推進

6次産業化に加え、農産漁村発イノベーションをはじめとし
た地域資源の高付加価値化を推進するため、農産漁村
発イノベーション等に取り組む農林漁業者等の多様な課
題に対しての伴走支援や人材育成を行う
【6次産業化ネットワーク活動事業】

325,426 継続

農業者等と農外企業との連
携促進

地域農業者・JA等と経営資源を持つ農外企業が連携し、
相互の成長が促進されるよう、サポートデスクによるマッ
チング後のフォローアップや企業情報の提供を実施する
【地域農業と企業との連携強化サポート事業】

2,114 継続 ・地方創生推進交付金

有機農業の推進

有機農業技術の普及促進や有機農業への新規参入・有
機への転換促進を図るとともに、有機農産物の販路拡大
に向けた取組などを推進するほか、有機農業の生産から
消費まで一貫した地域単位の取組に対して支援を行う
【オーガニック農業普及・販路拡大推進事業】

6,304 継続

クリーン農業の普及拡大

環境と調和したクリーン農業の一層の普及拡大を図るた
め、地域条件に即した技術指導を行うとともに、栽培体系
の転換に取り組む地域やYES!clean表示制度の効果的な
展開を支援する
【持続可能な農を支えるクリーン農業促進事業】

2,723 継続

秋サケ資源回復の加速化

急激に減少する秋サケ資源の早期回復を図るため、全道
の海域において遊泳力等を強化する餌を与えた稚魚放
流を実施するとともに、種苗生産施設整備への支援な
ど、回帰率の向上に取り組む
【秋サケ資源回復加速化事業】

53,459 新規

ICTを活用したコンブ生産の
自動化促進

生産量が減少している昆布の生産増大を図るため、ICT
技術等を活用した漁場の把握手法や生産工程の自動化
モデルの開発に取り組む
 【ICT技術等を活用したコンブ生産増大対策事業】

11,598
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金
・企業版ふるさと納税

企業と連携した森林づくりの
推進

企業等による森林づくりを推進するため、環境保全に関
心がある企業等とフィールドを提供する所有者とのマッチ
ングを図る
【ほっかいどう企業の森林づくり推進事業】

10,063 新規

豊かな森づくりの推進

森林の有する多面的機能が発揮できる豊かな森づくりを
推進するため、森林所有者が計画的に実施する植林へ
の支援を行う
【豊かな森づくり推進事業】

682,000 継続

「HOKKAIDO WOOD」の取組
推進

道産木材「HOKKAIDO WOOD」の利用促進に向けて、道
外、海外における展示会などでのプロモーション活動や
木造建築物を推進するための設計・施工技術者等の育
成を図る取組を実施する
【HOKKAIDO WOOD推進事業】

77,291 継続

ICTを活用した種馬鈴しょの
生産技術の実証

種馬鈴しょ生産は植物防疫法に基づく検査が義務づけら
れていることから、病株抜き取り作業の負担軽減を図るた
め、ICTを活用した労働時間の負担軽減に繋がる生産技
術を実証する
【ICT活用種馬鈴しょ生産実証事業】

17,530 新規
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スマート農業技術の導入推
進

スマート農業技術の導入と全道への普及拡大を図るた
め、地域人材の育成などとともに、ICT機器を活用した草
地（牧草）管理など地域の営農体系に適した先端技術の
導入を支援する
 【スマート農業総合推進事業】

9,297 継続 ・地方創生推進交付金

(4)優位性を活かした産業の創造

施策名 事業概要 予算額（千円） 区分 備　考

縄文世界遺産の活用推進と
魅力発信

北海道初の世界文化遺産に登録された「北海道・北東北
の縄文遺跡群」の適正な保存と活用を図るとともに、世界
の「宝」として認められた縄文の普遍的な価値と魅力を国
内外に向けて広く発信する
【縄文世界遺産活用促進プロジェクト事業】

58,391
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金

「北の縄文」魅力発信・ファン
拡大推進パワーアップ事業
費

令和3年7月の「北海道・北東北の縄文遺跡群」の適正な
保存と活用を図るとともに、世界の「宝」として認められた
縄文の普遍的な価値と魅力を国内外に向けて広く発信す
る

1,456 継続

北海道遺産・日本遺産の活
用推進

地域の大切な遺産の価値や魅力を各地域とともに発信し
認知度向上を図るとともに、地域が主体となって本道の遺
産を有効に活用して地域活性化につなげていくための意
見交換や研修会により人材育成を図る

806 継続 ・地方創生推進交付金

ウポポイなどを通じたアイヌ
文化の魅力発信

ウポポイなど道内アイヌ関連施設や地域のアイヌ文化の
魅力を、幅広い層に向けて各種媒体による情報発信やイ
ベント等でのPRを行い、ウポポイへの来訪意欲の向上と
各地域への来訪促進など開業効果の地域波及を図る
【ウポポイ開設を捉えたアイヌ政策推進事業】

78,148
継続

（拡充）

アイヌ文化の振興に向けた
普及啓発等の推進

アイヌ工芸品の販路拡大、伝統技術を受け継ぐ担い手の
育成、アイヌ舞踊など、「アイヌ文化」に関する知識を深め
る機会を創出し、アイヌ文化への理解促進を図るととも
に、ウポポイへの誘客を促進する
【アイヌ文化情報発信事業、アイヌ工芸品販路拡大・担い
手育成推進事業、2020東京オリンピック大会アイヌ文化レ
ガシー発信事業】

73,917 継続

北海道ジオパークの魅力発
信

地域間連携を通じ、道内のジオパークの価値や魅力を効
果的に発信する
【北海道ジオパーク魅力発信コラボ事業】

916 継続 ・地方創生推進交付金

北海道の恐竜・化石の魅力
発信

恐竜・化石を活用し、地域の活性化を図るため、その価値
や魅力を発信するとともに、博物館等の展示施設への訪
問を促進する
【北海道恐竜・化石プロモーション事業】

1,000 継続 ・地方創生推進交付金

北海道博物館特別展の開催

「昆虫」をテーマとした特別展の開催を通して、気候変動
の影響についての認識を高めるとともに、環境保全に関
する意識の向上を図る
【北海道博物館特別展事業】

10,000 継続

文化芸術活動の継続への支
援

コロナの影響により道内の文化芸術活動が途絶えること
のないよう、文化芸術団体等の活動継続に向けた取組を
支援する
 【文化芸術活動支援事業】

50,000 継続

自動運転車の開発拠点化
自動運転に係る展示会への出展、現地視察会の実施、
積雪寒冷対応システムの活用検討等を実施する
 【自動運転車開発拠点化促進事業】

9,484 継続

次世代データセンターの誘致
再生可能エネルギーを活用するデータセンター誘致を展
開するとともに、関連産業の集積に向けて取り組む
【データセンター集積推進事業】

31,763
継続

（拡充）

食品産業におけるゼロカーボ
ンの取組の普及啓発等

食品工場等の食品ロス削減やｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝの取組の実態を
把握し、具体的な方法及びｺｽﾄ削減効果を示し、取組を
推進。また、ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝに貢献する道産食品等を表彰する
ことにより、取組事例の普及・啓発や食のブランド化を図
る
【食品産業エネルギー利用効率向上支援事業】

10,091 新規

産業振興条例に基づく企業
立地の促進

産業構造の高度化による自立型経済構造への転換を図
るため、工場その他を新増設する者に対し、助成し、企業
立地を促進する
【企業立地促進費補助金】

1,702,669 継続

市町村と民間が連携し地域
の特色に合わせた新エネル
ギー導入の支援

ゼロカーボン北海道を目指し、市町村や企業等が連携し
地域のレジリエンス向上となる自立分散型エネルギーシ
ステムや地域マイクログリッドなどの導入、実用化目前の
新エネルギー技術の地域への導入などの取組を支援す
る

355,000 新規

地域の脱炭素化の推進

脱炭素社会の実現に向けた取組を検討している市町村
に対し、それぞれのニーズ・進捗に応じた支援により、地
域単位での脱炭素化を推進するとともに、取組に未着手
の市町村に対しても、意識醸成を図る
【地域脱炭素合意形成支援事業】

55,529 新規

CO2排出量の「見える化」【再
掲】

家庭のCO2排出量を「見える化」するアプリを作成し、道
民の行動変容を促すとともに、民間事業者の排出量を
「見える化」するホームページを構築する
【CO2排出量「見える化」事業】

37,430 新規

12


